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天理市建設工事請負業者資格審査要綱 

 （総則） 

第１条 天理市が執行する建設工事の競争入札に参加し請負をするために、天理市

建設工事執行規則（昭和 48 年２月）第５条の規定に基づき入札参加資格審査申請

書を市長に提出した者（以下「参加申請者」という｡)の資格の審査については、

この要綱の定めるところによる。 

（資格審査会） 

第２条 参加申請者の資格審査を厳正かつ公平に行うため、天理市建設工事請負業

者資格審査会（以下「審査会」という｡)を置く。 

２ 審査会は、会長、副会長及び委員若干名をもって組織する。 

３ 会長は副市長をもって充て、副会長は総務部長をもって充てる。 

４ 委員は、次の職にある者及び会長の指名する者をもって充てる。 

 環境経済部長 建設部長 教育委員会事務局長 

（会長及び副会長） 

第３条 会長は、会務を総理し、審査会を代表する。 

２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（所掌事務） 

第４条 審査会は、次に掲げる事務を所掌する。 

⑴ 参加申請者が競争入札に係る適正な参加資格を有する者（以下「有資格業者」

という｡)であるか否かの審査判定を行うこと。 

⑵ 有資格業者の総合的能力の判定を行うため、総評定点を採点すること。 

⑶ 前号の総評定点及び第 10 条第８項の特別評定事項により有資格業者の格付

をすること。 

（会議） 

第５条 審査会の会議は、必要の都度会長が招集する。 

（議決） 

第６条 審査会の会議は、委員の３分の２以上の出席がなければ、会議を開き議決
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することができない。ただし、臨時急施を要する事項が生じたときは、この限り

でない。 

２ 審査会の会議は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決する

ところによる。 

（秘密の保持） 

第７条 審査会の会議は、公開しない。また、何人も審査会の会議の内容を他に漏

らしてはならない。 

（庶務） 

第８条 審査会の庶務は、総務課入札審査室で処理する。 

（資格資料） 

第９条 有資格業者の格付に必要な資料は、次のとおりとする｡ 

⑴  建設工事入札参加資格審査申請書 

⑵  経営事項審査結果通知書  

⑶  工事成績 

⑷ その他格付に必要と認めるもの 

（格付） 

第 10 条 格付は、客観的要素と主観的要素を評定し、それぞれの評定点を合計した

総評定点及び特別評定事項を総合的に勘案して行う。 

２ 格付は、土木一式工事、建築一式工事、舗装工事、管工事、鋼構造物工事、造

園工事、電気通信工事、電気工事、塗装工事及び防水工事に限り行う。 

３ 格付は、天理市内に本店又は営業所（建設業法（昭和24年法律第100号）第３条

第１項に規定するもののうち本店を除いたものであって、かつ、当該営業所が本

市に対する入札参加資格を有する者に限る。）を有する有資格業者について行う。 

  ただし、土木一式工事におけるＡ１・Ａ等級、建築一式工事におけるＡ等級及

び舗装工事におけるＡ等級については、天理市内に建設業法第３条に規定する建

設業の許可における主たる営業所を置くものに限る。 

４ 格付は、工種ごとに新規に受付され登録された日から１年経過後の有資格業者
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を対象とし、土木一式工事についてはＡ１・Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄの５等級、建築一式

工事についてはＡ・Ｂ・Ｃ・Ｄの４等級、舗装工事についてはＡ・Ｂ・Ｃの３等

級、管工事についてはＡ・Ｂの２等級に区分する。また、鋼構造物工事、造園工

事、電気通信工事、電気工事、塗装工事及び防水工事は区分のない１等級とする。 

５ 格付を行うために必要な等級ごとの総評定点又は期間及び特別評定事項の基準

は、別表のとおりとする。なお、この基準等については審査会において定める。 

６ 客観的要素は、建設業法第27条の23に定める建設業者の経営事項審査の結果に

よることとし、客観的要素判定基準（別紙１）に基づき評定する。 

７ 主観的要素は、次の項目とし、主観的要素判定基準（別紙２）に基づき評定す

る。 

⑴ 工事成績 

⑵ 信用度 

⑶ 工事安全成績 

⑷ その他格付に必要と認めるもの 

８ 特別評定事項は、次の項目とする。 

⑴ 資本金  

⑵ 技術職員の数 経営事項審査結果通知書における各工種の技術職員数をもっ

て確認する。ただし、国土交通大臣の特別認定者は認定された業種に限り１級技

術者として、また基幹技能者は２級技術者として取り扱うものとする。 

⑶ 過去の格付状況 

⑷ その他格付に必要と認めるもの 

（格付有効期間） 

第 11 条 格付の有効期間は、格付の公表と同時に、２年間を限度として決定するも

のとする。 

２ 中間年において、工種ごとに新規に受付され登録された日から１年を経過した

有資格業者に係る格付を行うときは、当該格付の有効期間を、その前年において

第１項に基づき決定した格付の有効期間の残余に限り決定するものとする。 

（有資格業者の資格の承継申請） 
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第 12 条 有資格業者の資格を承継させる取り扱いについては、次項以下本条各項に

規定するとおりとする。 

２ 承継を認める範囲については次のとおりとする。 

⑴ 個人業者から法人組織になる等、組織変更があった場合で、当該個人が代表

取締役である場合。 

⑵ 法人組織が解散され代表取締役であった者が個人業者として建設業を営む場

合。 

⑶ 個人業者の死亡等に伴う相続等による承継する場合。 

３ 有資格業者の資格を承継するための申請を行う場合は、次の各号に規定する書

類を提出するものとする。 

⑴ 請負業者資格承継申請書（様式第１号） 

⑵ 前項各号に規定する承継範囲についての当該事実を証する書面（法人組織の

場合は商業登記簿の履歴事項全部証明書の写し、個人業者の死亡等に伴う相続

の場合は被承継人の戸籍謄本及び法定相続人全員の同意書等（実印を押印した

書類とし、法定相続人全員の印鑑証明を添付すること。）とする。） 

⑶ 承継人名義の建設業の許可書の写し 

⑷ その他承継に必要と認めるもの 

 

   附 則 

この要綱は、昭和 50 年８ 月 １ 日から施行する。 

附 則 

この要綱は、昭和 51 年４ 月 ６ 日から施行する。 

附 則 

この要綱は、昭和 51 年12 月 28 日から施行する。 

附 則 

この要綱は、昭和 52 年７ 月 １ 日から施行する。 

附 則 

この要綱は、昭和 56 年７ 月 １ 日から施行する。 
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附 則 

この要綱は、昭和 60 年９月 30 日から施行する。 

附 則 

この要綱は、昭和 63 年４ 月 １ 日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成元年４ 月 １ 日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２年４ 月 ２ 日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成３年４ 月 １ 日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成３年６月 20 日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成４年４ 月 １ 日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成４年７月 17 日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成４年10 月１日から施行する。 

  附 則 

１ この要綱は、平成６年７月 13 日から施行する。 

２ 改正後の天理市建設工事請負業者資格審査要綱別紙１及び別紙２の規定は、平

成７年度以降に行う資格の審査から適用し、平成６年度に行う資格の審査につい

ては、なお従前の例による。 

   附 則 

この要綱は、平成７年４月１日から施行する。 

 附 則 

この要綱は、平成９年４月１日から施行する。 

附 則 
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この要綱は、平成 10 年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 12 年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 13 年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 14 年８月 26 日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 16 年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成 16 年10月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成 19 年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成 20 年10月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 22 年７月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 24 年７月１日から施行する。 

   附 則 

 １ この要綱は、平成 27 年 10 月１日から施行する。 

 ２ 改正後の天理市建設工事請負業者資格審査要綱第 10 条及び別表の規定は、平

成 28 年度に行う格付審査から適用し、当該審査前の格付についてはなお従前の

例による。 

 附 則 

 １ この要綱は、平成 29 年 10 月１日から施行する。 

 ２ 改正後の天理市建設工事請負業者資格審査要綱は、平成 30 年度に行う格付審

査から適用し、当該審査前の格付についてはなお従前の例による。 
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 附 則 

 １ この要綱は、令和元年 10 月１日から施行する。 

 ２ 改正後の天理市建設工事請負業者資格審査要綱は、令和２年度に行う格付審

査から適用し、当該審査前の格付についてはなお従前の例による。 

 

附 則 

 １ この要綱は、令和３年 10 月１日から施行する。 

 ２ 改正後の天理市建設工事請負業者資格審査要綱は、令和４年度に行う格付審

査から適用し、当該審査前の格付についてはなお従前の例による。 
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  別紙１（第 10 条関係） 

客観的要素判定基準  

 客観的要素の評定は、格付する年度の前年の建設業法第 27 条の 23 の規定により

国土交通大臣又は知事が行う建設業者の経営に関する客観的事項の審査の結果に基

づいて行う。 

 ただし、審査結果のないものの評定については、その都度審査会において協議し

た上で、格付を留保することができる｡ 
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 別紙２ （第 10 条第７項関係） 

主観的要素判定基準 

 主観的要素の評定は、次の項目について行う。 

１ 工事成績 

格付しようとする年度の前２年度中において、有資格業者の竣工した工事の検

査成績評定点の工種ごとの平均点により、次のとおり評定する。 なお、この評定

は、天理市発注の請負金額 50 万円以上の建設工事とする。 

 

検 査 

成  績 

評定点 

85 

以上 
84 83 82 81 80 79 78 77 76 75 74 73 72 

評定点 70 点  65 点 60 点 55 点 50 点 45 点 40 点 35 点 30 点 25 点 20 点 15 点 12 点 9 点 

 

検 査 

成  績 

評定点 
71 70 

70 未満 

65 以上 
64 63 62 61 60 59 58 57 56 

55 

以下 

評定点 6 点 3 点 0 点 -3 点 -6 点 -9 点 -12 点 -15点 -20 点 -25 点 -30 点 -35 点 -40 点 

２ 信用度 

 格付しようとする年度の前２年度中において．天理市より指名停止を受けた有

資格業者については、次のとおり評定する。 

項      目 評  定  点 

指名停止を受けた期間 １ヶ月未満 -5 点 

１ヶ月以上３ヶ月未満 -15 点 

３ヶ月以上６ヶ月未満 -30 点 

６ヶ月以上９ヶ月未満 -45 点 

９ヶ月以上 12 ヶ月未満 -60 点 

12 ヶ月以上 18 ヶ月未満 -90 点 

18 ヶ月以上 -100 点 
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３ 工事安全成績 

格付しようとする年度の前２年度中に災害等の事故を起こした有資格業者につ

いては、次のとおり評定する。 

項      目 評 定 点  

建設工事に関し、重大な災害（労務者又は公衆に死亡者を出 

した場合）を起こした者 
-15 点 

労災事故を起こし、関係法令に違反していたとして費用の徴 

収を受けた者 
-15 点 

４ その他格付に必要と認めるもの 

（１）格付しようとする年度の前年度の入札参加資格審査申請時点において、公

益財団法人奈良県暴力団追放県民センターが実施する不当要求防止責任者講習受

講(代表者)については、次のとおり評定する。 

項     目 評 定 点 

不当要求防止責任者講習受講済み証明書提出の者    20 点 

（２）格付しようとする年度の前年度の入札参加資格審査申請時点において、天

理市と災害協定等を締結している有資格業者又は所属する団体組織が天理市と災

害協定等を締結している有資格業者については、次のとおり評定する。 

項     目 評 定 点 

災害協定等を締結している者 20 点 

 

（３）格付しようとする年度の前年度の入札参加資格審査申請時点において、建

設業法第 27 条の 23 に定める建設業者の経営事項審査の結果における雇用してい

る技術職員１名につき３点を有資格業者に評定する。ただし、評定における加点

の上限は、６０点とする。 

 

（４）建設業法第７条又は第15条に規定する有資格者で、女性技術者又は若手技
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術者（40歳未満）を雇用（直接的かつ恒常的な雇用関係があること。）している場

合には１名につき５点を有資格業者に評定する。ただし、加点の上限は、20点とす

る。 

 若手技術者の雇用状況については、格付しようとする年度の３月31日における満

年齢により審査する。 
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別表（第10条関係） 

格付基準表 

土木一式工事 

級 総評定点又は期間及び特別評定事項の基準 

Ａ１ ・総評定点が９００点以上であること。 

・資本金が４,０００万円以上の法人であること。 

・特定建設業の許可を有していること。 

・１級技術者３名以上を含む技術職員が７名以上いること。 

Ａ ・総評定点が８００点以上であること。 

・資本金が３,０００万円以上の法人であること。 

・特定建設業の許可を有していること。 

・１級技術者２名以上を含む技術職員が３名以上いること。 

Ｂ ・総評定点が７００点以上であること。 

・２級技術者１名以上を含む技術職員が２名以上いること。 

Ｃ ・総評定点が６００点以上であること。 

Ｄ ・新規受付から１年が経過したものであること。 

 

建築一式工事 

級 総評定点又は期間及び特別評定事項の基準 

Ａ ・総評定点が８００点以上であること。 

・資本金が３,０００万円以上の法人であること。 

・特定建設業の許可を有していること。 

・１級技術者２名以上を含む技術職員が３名以上いること。 

Ｂ ・総評定点が７００点以上であること。 

・２級技術者１名以上を含む技術職員が２名以上いること。 

Ｃ ・総評定点が６００点以上であること。 

Ｄ ・新規受付から１年が経過したものであること。 
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舗装工事 

級 総評定点又は期間及び特別評定事項の基準 

Ａ ・総評定点が８００点以上であること。 

・資本金が４,０００万円以上の法人であること。 

・特定建設業の許可を有していること。 

・１級技術者２名以上を含む技術職員が５名以上いること。 

Ｂ ・総評定点が７００点以上であること。 

・資本金が２,０００万円以上の法人であること。 

・２級技術者１名以上の技術職員が２名以上いること。 

Ｃ ・新規受付から１年が経過したものであること。 

 

管工事 

級 総評定点又は期間及び特別評定事項の基準 

Ａ ・総評定点が７５０点以上であること。 

Ｂ ・新規受付から１年が経過したものであること。 

 

その他の工事 

格付までの期間 

・新規受付から１年が経過したものであること。 

 

※ なお、土木一式工事Ｄ級、建築一式工事Ｄ級、舗装工事Ｃ級、管工事Ｂ級及び

その他の工事については、各工種ごとに新規に受付され登録された日から上表に

記載された期間（新規業者に対する信用・実績に関する観察期間）が経過してい

るか否かを条件とするものであり、格付までの期間以外の総評点等の条件は問わ

ないものとする。 

 

１．昇格の基準 

 格付審査対象業者の格付年度における総評定点数又は期間及び特別評定事項の基
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準（以下「総評定点等基準」という｡）が、上記の「格付基準表」にある現在の等級

より１位上位の総評定点等基準を全て満たしている場合、当該業者を１位昇格させ

ることができる。 

２．等級据え置きの基準 

 格付審査対象業者の格付年度における総評定点等が、上記の「格付基準表」にあ

る現在の等級における総評定点等基準を全て満たしており、なおかつ現在の等級よ

り１位上位の総評定点等基準を全て満たしていない場合、当該業者を現在の等級に

据え置くことができる。 

３．降格の基準 

 格付審査対象業者の格付年度における総評定点等基準が、上記の「格付基準表」

にある現在の等級における総評定点等基準を全て満たしていない場合、当該業者を

降格させることができる。 

４．中間年における格付の基準 

 中間年における格付は、各工種ごとに新規に受付され登録された日から１年を経

過した業者についてのみ行い、その他の者については一切行わない。 
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様式第１号（第 12 条関係） 

 

請 負 業 者 資 格 承 継 申 請 書 

  年  月  日 

 

天理市長        様 

 

(承 継 人) 

住    所 

氏    名 

商号又は名称              印鑑登録印 

 

私は、貴市の建設工事に係る競争入札参加資格者として登録されている下記の者

より、建設工事請負事業を承継いたしましたので、当該資格の承継を認めていただ

けますよう申請します。 

 

記 

 

被承継人 

１ 商 号 又 は 名 称 

２ 代 表 者 の 氏 名 

３ 住 所 又 は 所 在 

４ 本 市 受 付 番 号  市内  － 

５ 登 録 業 種 

 

添付書類 

 １ 承継の原因となる事実を証する書面 

・ 法人組織の場合は商業登記簿の履歴事項全部証明書の写し及

び法人の印鑑証明書の写し 

・ 個人業者の死亡等に伴う相続の場合は被承継人の戸籍謄本及

び法定相続人全員の同意書等（実印を押印した書類とし、法

定相続人全員の印鑑証明を添付すること。）とする。 

 ２ 承継人名義の建設業の許可書の写し 

 ３ その他承継にあたり必要となる証明書類・届出書等 


